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説明資料 中津市耶馬溪町における土砂崩れに伴う警察活動
平成30年６月11日

大分県警察本部

１ 発生日時

平成30年４月11日(水) 午前３時40分ころ

※ 警察認知時間 同日(水) 午前４時８分ころ(消防からの通報)

２ 発生場所

大分県中津市耶馬渓町大字金吉3929番地付近
や ば けいまち かなよし

３ 被害状況

土砂崩れ(幅約200ｍ×高さ約100ｍ)により６人が死亡

４ 今回の災害の特徴

(1) 崩落による二次災害のおそれ

(2) 巨大な岩石による捜索の困難性

(3) 地域が限定された災害のため警察力を最大限投入

５ 警察体制

４月11日(水)午前５時15分、警察本部長を長とする災害警備本部(乙号)を設置

発生当日から23日まで、延べ1,177人の警察官が災害警備に従事

６ 主な警察活動

(1) 捜索・救出救助

県機動隊、警察本部員及び各警察署員等により編成された部隊が消防・自衛隊

等関係機関と共同して行方不明者の捜索・救出救助を実施

【木材や鉄柱など支柱用具を組んでの安全措置後、根切りチェ－ンソ－を活用しての

倒木切断作業】
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土砂堆積位置

高さ約６ｍ

要救助者

発見位置 掘 削 位 置

【約６メートルの土砂を掘削しての救出作業】

(2) 検視

行方不明者を発見救出し死亡が確認されれば、検視班及び中津警察署員が検視

を行いＤＮＡ鑑定、歯牙鑑定等による身元確認を実施

(3) 交通整理

救出救助にあたる関係車両及び地域住民の円滑な交通を確保するため、警察本

部及び中津警察署員が交通整理、警察本部交通部の白バイによる路線警戒を実施

(4) 被害家族支援

被害家族が対岸の道路に立ったまま捜索活動を見守っていたことから、中津市

にテントの設営を申し入れるなど被害家族に対する支援を実施

(5) 映像送信

航空隊のヘリテレ映像及び機動通信隊のモバイル映像の配信により、大分県、

警察本部等において、リアルタイムで被害状況や災害警備活動の状況を把握

(6) 避難者支援活動

避難者から地元駐在所員の派遣要望を受け、地元の下郷駐在所員及び中津警察

署女性警察官が避難者の相談、要望に対応するとともに、防犯パトロールを実施
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                            中津市消防本部 
 
 消防隊の活動状況 

4 月 11 日（水）3 時 48 分、「裏山が崩壊して何軒か土砂にのみこまれた」との災害地

区住民通報（一般電話）により、中津本署・耶馬溪分署から 5 隊 15 名が第一出動。 先

着隊長より、「大量の土砂、巨石等を確認、人力ではどうしようもなく、住民 6 名の安否

不明」との報告があった。 
災害発生に伴い、消防本部職員の招集、消防団や警察に連絡、同時に中津市及び中津

市長、大分県に報告し、関係機関への応援を要請した。 DMAT、大分県下１３の消防

本部、市を通じて大型重機の手配、知事からの自衛隊要請、緊急消防援助隊への派遣要

請等の初動対応にあたる。 
崩落範囲は、幅約 200ｍ・長さ約 250ｍ。住家 4 棟が被災、6 名の安否不明、河川や付

近の捜索を実施したが発見には至らず、その後災害現場での捜索活動に移行した。 
活動にあたっては、被災場所の捜索範囲を 3 つの地区に分け、山の斜面に向かって左

側から A 地区（岩下親子宅）、中央を B 地区（岩下アヤノ宅）、右側を C 地区（橋本、江

渕宅）と名称を統一して、重機や人海による捜索・救助活動を実施した。 
民間重機到着後の 9 時過ぎから、現場 A 地区の土砂撤去活動に移行、大分県常備応援

隊と地元消防団等で人海戦術で行い（写真①）、災害発生の約 10 時間後に男性を発見。 

その後、自衛隊が 24 時間捜索活動を行い、二日目には、同じく A 地区で、緊急消防援

助隊の熊本・福岡の小型重機部隊が作業に従事し（写真②）、午後から女性が発見された。 
B・C 地区については、二次災害の危険性が特に大きいことや、途中雨での中断もあり、

捜索活動は難航し、12 日間の長期に渡った。 消防隊、消防団、警察については、自衛

隊等の土砂等撤去の後にいつでも人海による救出活動等に移れるよう、班編成を行い交

代で現場に待機し、斜面の警戒監視活動等にも従事した。 自衛隊以外の消防、警察等

の捜索活動については原則 24 時までとしたが、中津市消防本部にあっては、0 時以降も

二次災害や不明者発見時の出動に備え、指揮隊 1 隊を現場に配置し、監視活動を行った。 
 
※応援消防隊は以下の通り   －消防相互応援協定に基づく－ 

大分県常備消防応援隊 大分市消防局（代表消防本部） 
 北部ブロック 別府市（ブロック代表）・豊後高田市・宇佐市・国東市・杵築速見 
西部ブロック 日田玖珠（ブロック代表）・竹田市・豊後大野市・由布市 
南部ブロック 佐伯市（ブロック代表）・臼杵市・津久見市 

隣接消防本部応援隊 京築広域消防本部・田川地区消防本部 
緊急消防援助隊  福岡市消防局・熊本消防局・北九州市消防局 
 

災害活動での主な教訓 
① 現地対策本部と関係機関との情報共有の重要性（1 日 3 回のミーティング） 
② 被災地としての、受け入れ体制の確立（緊急消防援助隊応援・受援計画の再構築） 
③ 関係機関及び地域との連携（市/県/国/警察/自衛隊/医療/自治会等との意見交換会等） 
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① ４/１１（水）大分県常備消防応援隊・地元消防団等による救出活動状況 

 
 

② ４/１２（木） 緊急消防援助隊（熊本消防局・福岡消防局）による救出活動状況 
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中津市耶馬渓町斜面崩壊における対応について 

 

（一社）大分県建設業協会 

１．災害時の即応体制について 

 
 大分県建設業協会は、県内に 14支部、516 社の会員企業を有しており、各支部では、

災害時において、関係土木事務所や市町村との災害協定等に基づいて、災害直後の管内

パトロールや崖崩れ箇所の土砂撤去、道路の啓開、河川の応急復旧等の緊急作業を迅速

に実施できる体制を整えている。 

 また、近年多発する自然災害や将来の南海トラフ地震等の大規模災害に備え、災害対

応力を強化するため、平成 29 年 4月に、「大規模災害防災業務計画」及び「大規模災害

時行動マニュアル」を策定したところであり、昨年発生した九州北部豪雨災害や台風

18 号災害では、これらに基づいて、会員企業が一丸となって、迅速に道路の応急復旧

や災害ゴミの処理等の作業を行ったところである。 

 

 

２．中津市耶馬渓町斜面崩壊における対応状況 

 

＜発災当日（4月 11 日）の対応＞ 

【午前 3時 40 分頃】 

中津市耶馬渓町金吉にて斜面崩壊発生  

【午前 4時過ぎ】  

中津市から大分県建設業協会中津支部の山崎支

部長あてに、協定に基づいて災害発生の一報があ

り、同 4 時 30 分に中津支部災害対策本部を設置

した。 

【午前 5時 45 分】  

中津市から支部長に正式に重機等派遣の要請。 

支部長が耶馬渓町の会員企業5社に対応を要請し、

地元の副支部長が現地に直行して作業を指揮。 

【午前 7時 58 分】  

協会本部に災害対策本部を設置。国交省（九州地方整備局）、県、全国建設業協会等

との連絡業務を開始。  

【午前 8時 30 分】 

 重機（バックホウ）3台が現地に到着して待機。 

44 月 11 日発災直後の現場（協会員撮影） 
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・午前中は、土砂がまだ崩落する状況にあり、人命優先のため重機は 1台のみ稼働。 

・午後にかけて徐々に重機の作業が増えたため、午後からは重機を 2台追加し、計 5台

で土砂撤去作業を実施。重機や車両を転回させるスペースを確保するために、ダンプ

5台を投入して田んぼに土砂を入れる作業も実施。 

・初日は、5 社約 30 名、重機 5 台、ダンプ 5 台の態勢で作業を実施。救助のための土

砂撤去作業は、自衛隊、国交省（無人機）の重機と合同で実施。 

 

＜4月 12 日以降の対応＞ 

〇作業の概要 

・人命救助を最優先に、12 日間にわたり連日、中津支部会員企業（5社～8社）の延べ

約 200 名が、重機 5～7 台態勢で早朝 6 時から深夜 0 時まで崩落した土砂や岩の撤去

作業等を行った。 

・崩壊した土砂の量が尋常ではなく、不明者の捜索が難航したため、山側が切り立つま

で山裾を掘り下げる一方で、家屋前方の金吉川に溜まった土砂を除いて捜索するなど、

作業は広範囲に及んだが、関係機関との連携のもと、4 月 22 日の夜に不明者全員を

発見することができた。 

・救出作業に加え、降雨により金吉川に堆積した土砂が川を堰き止めて流出する恐れが

あったため、県中津土木事務所の要請により、川の中に 100m の排水パイプを敷設す

る工事も同時に行った。 

 

【建設業協会中津支部の対応状況】         平成 30 年 4 月 11 日～22 日 

  不明者捜索活動 周辺作業（配水管施設等）     計 

重機 ダンプ 人員 重機 ダンプ 人員 重機 ダンプ 人員 

 

78 台 

 

 5 台 

90 社 

195 人 

 

 9 台 

 

14 台 

9 社 

68 人 

 

87 台 

 

19 台 

99 社 

263 人 

                               （数字は延べ） 

 

〇今回の捜索活動は、以下のような困難な条件のもとでの厳しい作業となった。 

 ①72 時間以内の速やかな救助が求められる一方で、不明者が土砂の中にいるため、

慎重に重機を動かさなければならず、高度な操作技術と経験が要求された。 

 ②迅速に作業を進めたいが、足場が悪く、さらなる土砂崩壊も予想される危険な作業

であったため、作業の安全や二次災害防止に細心の注意を払う必要があった。 

 ③大量の土砂だけでなく、大きな岩石が散在していたため、油圧ブレーカー装填の重

機による破砕作業に多くの時間を割かなければならなかった（破砕作業の振動によ

る二次災害にも神経を使った）。 
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 ④作業は危険を伴うため、雨や霧によって作業を中断せざるを得ないなど、天候に左

右される部分が大きかった（降雨による中断が 2回あった）。  

⑤家屋が基礎ごと流され、どこに不明者がいるか分からない状況下で、捜索作業を手

探りで進めなければならなかった。 

 

・厳しい条件下での作業が連日続いたため、最後の不明者が発見される時点では、現場

の作業従事者は、心身共に疲労困憊した状態であったが、地元の建設業者として、不

明者全員を一刻も早く見つけたいという強い思いが困難な活動の支えとなった。 

 

 

３．今回の活動の総括 

 

(1)良かった点 

①災害協定の連絡体制に基づいて、中津市から速やかに協会支部に連絡があり、迅速に

態勢を整えることができた。 

②支部長を中心とした災害時の指揮命令系統が整っており、現場に近い地元（耶馬渓町）

の建設業者が、重機とともに速やかに現場に駆けつけることができた。 

③現地の地形や地理を熟知し、高い技術を持った現場経験が豊富な地元のオペレーター

が対応したため、危険な現場での難しい作業を遂行することができた。 

④当初は、自衛隊や国交省、警察、消防、大学等の関係機関との連携がうまく取れない

部分もあったが、時間が経つにつれて、それぞれの機関が適材適所の役割を果たしな

がら心を一つにして対応できるようになった。 

⑤現地に近い中津市の災害対策本部や現地調整本部に指揮命令系統が一本化されてい

たため、現場の会員企業が混乱することなく対応することができた。 

 

(2)今後の課題 

①平時・有事における関係機関との一層の連携強化 

・当協会は、これまで国や自治体の土木関係部局との関係のみにおいて、災害対応を行

ってきたが、今回のような救助事案はもちろんのこと、道路等の応急復旧作業等にお

いても、これらをより効率的に進めるためには、様々な防災関係機関との一層の連携

が必要と思われる。 

・そのためには、平時から自衛隊、消防、警察等の関係機関との情報交換の場や合同訓

練等に参加するとともに、災害時においては、県や市の災害対策本部に協会（支部）

からリエゾンを派遣するなど、関係機関との連携をより積極的に図っていくことが必

要と思われる。 
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②地域や現場作業を熟知した地元建設業の役割の明確化 

・地域の建設業は、これまでは、災害時の活動においても、どちらかといえば受注者と

しての立場でとらえられがちであったが、プロフェッショナルな技術と地域に密着した

知識と経験を十分に活かして、地域の守り手としての役割をより積極的に果たしてい

くことが全体の災害対応力の向上につながるものと考えられる。 

・そのためには、地域の建設企業が、災害現場等で実際に何をすることが可能で、何を

すべきか、業界としても十分に検証し、情報共有しておく必要があると思われる。 

・そのうえで、災害現場での重機を使った救助作業の進め方等については、建設業協会

をはじめ自衛隊や消防、警察、関係各機関のためのガイドラインを作成し、それぞれ

の役割や保有機材、相互の連携方法や留意点等を明確にしておくとともに、災害現場

で即座に相互の連携が取れるように実働機関による現場打ち合わせを手順に定めて

おくなど、地域の建設業が、関係機関と連携しながら、重機の操作や具体的作業の進

め方等については、地域を熟知したプロの立場からイニシアティブを発揮できるよう

なしくみをあらかじめ作っておくことが望ましいと思われる。 

 

 

 

災害が発生した 4月 11 日午後の救出作業（重機 5台を派遣） 
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 自衛隊、国交省、建設業協会の重機による捜索活動（４月１８日） 

 
中津支部会員企業による夜間の捜索活動（４月１８日） 

 
 

週末の雨天に備えた排水管敷設工事（４月１３日） 
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